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○実施概要

○調査時期

平成24年10月1日～10月11日

○調査対象

北陸経済連合会会員
（企業以外の会員(団体等)については、「エネルギー政策」「社会保障と税」に関する
設問のみ調査）

○回収率

回答率63.4％（送付企業・団体402社、回収数255社）　[前回：44.2％]

○調査企業概要

　北陸の景気動向や業況その他について、会員の意見、要望を的確、迅速に把握し、その
結果を報告するとともに、各方面への要望活動に活かすため、北陸地域の景況などに関す
るアンケート調査を実施した。[今回で28回目]

1. アンケート調査実施概要

本社の所在地 回収数 割合 業   種 回収数 割合
富山県 102 40.0% 食料品製造業 4 1.7%
石川県 86 33.7% 繊維工業 1 0.4%
福井県 28 11.0% 製 木材・紙・パルプ製造業 1 0.4%
北陸三県以外 39 15.3% 出版・印刷・同関連事業 9 3.9%

計 255 100.0% 造 化学工業 13 5.7%
注）団体含む(n=25) 鉄鋼業・非鉄金属製造業 6 2.6%

業 金属製品製造業 8 3.5%
機械工業 15 6.5%

従 業 員 数 回収数 割合 その他製造業 25 10.9%
100人未満 59 25.7% 卸売業 23 10.0%
100～300人未満 65 28.3% 非 小売業 5 2.2%
300～500人未満 28 12.2% 建設業 36 15.7%
500～1,000人未満 18 7.8% 製 農・林・漁業 0 0.0%
1,000人以上 60 26.1% 鉱業 0 0.0%
無回答 0 0.0% 造 金融業 20 8.7%

計 230 100.0% 不動産・公益事業 5 2.2%
業 サービス業 30 13.0%

その他の産業 29 12.6%
無回答 0 0.0%

資 本 金 回収数 割合 計 230 100.0%
3千万円未満 21 9.1%
3千万円～5千万円未満 23 10.0% 業   種 回収数 割合
5千万円～1億円未満 31 13.5% 製造業 82 35.7%
1億円～10億円未満 76 33.0% 非製造業 148 64.3%
10億円以上 79 34.3% 無回答 0 0.0%
無回答 0 0.0% 計 230 100.0%

計 230 100.0%
回収数 割合

79 34.3%
注）大企業　：資本金10億円以上 76 33.0%
　　中堅企業：資本金1億円以上10億円未満 75 32.6%
　　中小企業：資本金1億円未満 0 0.0%

230 100.0%

中小企業
無回答

計

規 模 別
大企業
中堅企業
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社会保障のための消費税増税については、「消費税増税は必要である」(51.4%)が過半数を占
める一方、「消費税増税はやむを得ないが、今すべきではない」が約40％を占めている。
消費税増税による景気への影響については、「中、長期的に見て悪い影響が出る」は14.5％
であり、「短期的には悪い影響が出る」が68.6%と多い。
経済への配慮としては、「法人実効税率の引き下げなどの税制改革」(64.7%)が最も効果的で
あり、次いで「金融緩和継続などの金融政策」(51.8%)という結果であった。

[ 総　括 ]

今回、政府が示した「革新的エネルギー・環境戦略」については、約72%が否定的な評価をし
ている。（肯定的な評価は約19%）
戦略に否定的な層が「原子力発電という選択肢はなくすべきでない」(74.5%)、「グリーンエ
ネルギー革命の実現性や影響に疑問・不安がある」(65.2%)と回答した理由については、「資
源が乏しいわが国は、原子力を含めて、多様なエネルギーの選択肢をもつべき」(80.7%)が最
も多く、次いで、「将来にわたって、安定的に電力、エネルギーが供給されるか不安」
(66.3%)、「電気料金の上昇」(61.4%)などが過半数を占めており、会員は様々な点で今回の
戦略に対し危惧を抱いている。
今回の戦略に対する否定層のうち、約80％が戦略を見直すべきとしている。
「安全が確認された原子力発電所の再稼働」については、約80％が肯定的な回答をしており
（否定的な評価は10%弱）、その理由として、「安定的な電力の供給が必要」(76.7％)が最も
多くなっている。（特に大企業では83.6％と非常に高い）

設備投資については、「増加」と答えた企業(29.1%)が「減少」と答えた企業(17.8%）を上回
り、23年度に引き続き増加傾向にある。

北陸地域の景気の基調について、「底這い」と見る企業(53.5%)が依然として半数を超え、さ
らに、「下降」と見る企業(28.3%)が急増している。
一方で「回復基調」とする企業(14.8%)が、前回調査(37.9%)よりも急減しており、景気につ
いて厳しい見方が拡がっている。
現在の景気が「底這い」「下降」とする理由で、「輸出の低迷」とする企業が、製造業にお
いては、前回(51.9%)に比べ拡大(62.7%)している。
前期と比べた現状の判断を見ると、景気判断BSI（「良い」と答えた割合から「悪い」を引い
た値）が、大企業(変化幅▲24.7%)に比べ、中堅企業(変化幅▲39.4%)、中小企業(変化幅▲
35.5%)において悪化の幅が大きい。

業績判断については、「大変良い」「良い」と見る企業が11.8%、「悪い」「大変悪い」と見
る企業が33.9%となっており、厳しい状況である。
先行き（24年度下期）については、景気判断BSI（「改善」と答えた割合から「悪化」を引い
た値）が▲8.7%と、今期(▲2.2%)より悪化を見込む企業が多くなっている。特に、大企業の
見通し(▲5.1%)が今期(10.2%)より大きく悪化している。

２. アンケート調査結果概要

景気動向

業績

設備投資

エネルギー政策

社会保障と税

2



厳しい見方が拡がっている

・

・

・

・

・

 注) 24年4～9月(今期)の変化幅は23年10～3月(前期)との対比、24年10～3月(見通し)の変化幅は24年4～9月(今期)との対比。

平成24年度の全体の景気動向については、「やや悪くなる」「悪くなる」と回答した企業
(40.4%）が、「やや良くなる」(18.3%）を大きく上回った。（「良くなる」は0％）（図表
1）

前期と比べた現状の判断を景気判断BSI※で見ると、前回調査の現状（23年度下期）判断が
8.1%であったのに対し、今回は▲25.7%と大幅なマイナスに転じ、景気は悪化しているとみる
企業が多くなった。規模別に見ると、大企業(変化幅▲24.7%)に比べ、中堅企業(変化幅▲
39.4%)、中小企業(変化幅▲35.5%)において悪化の幅が大きい。（図表2）

また、来期（24年度下期）の見通しについては、▲39.9%となっており、現状よりもさらに悪
化すると見ている企業が多くなっている。（図表2）

以上を総合的に勘案した現在の北陸地域の景気の基調は、「底這い」と見る企業(53.5％)が
依然として半数を超え、さらに、「下降」と見る企業(28.3%)が前回調査(7.5%)よりも急増、
一方で「回復基調」とする企業(14.8%)が、前回調査(37.9％）よりも急減しており、厳しい
見方が拡がっている。（図表3）

現在の景気が「底這い」「下降」とする理由は、「個人消費の低迷」(58.0%）が最も多く、
「輸出の低迷」(54.3%)が続いている。製造業においては、「輸出の低迷」を理由とする企業
が、前回(51.9%)に比べ拡大(62.7%)している。（図表4）

図表2.H24年度上期の景気判断と見通し

図表1.平成24年度全体の景気

Ⅰ.景気動向

良くなる

0.0%

やや良くな

る

18.3%

変わらない

40.9%

やや悪くな

る

32.6%

悪くなる

7.8%

無回答

0.4%

(n=230)

※景気判断BSI

（「良い」「やや良い」） - （「悪い」「やや悪い」）社数構成比 単位：％

前回調査

23年10～3月(前期）

景気判断BSI 景気判断BSI 変化幅 景気判断BSI 変化幅

8.1 ▲ 25.7 ▲ 33.8 ▲ 39.9 ▲ 14.2

製造業 ▲ 6.7 ▲ 29.2 ▲ 22.5 ▲ 29.2 0.0

非製造業 13.8 ▲ 23.6 ▲ 37.4 ▲ 46.0 ▲ 22.4

大企業 15.8 ▲ 8.9 ▲ 24.7 ▲ 29.1 ▲ 20.2

中堅企業 2.5 ▲ 36.9 ▲ 39.4 ▲ 43.4 ▲ 6.5

中小企業 3.5 ▲ 32.0 ▲ 35.5 ▲ 48.0 ▲ 16.0

業

種

規

　

模

24年4～9月（今期） 24年10～3月（見通し）

今回調査

全産業
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図表3.現在の景気基調

図表4.現在の景気が悪い理由（複数回答）
景気が「底這い」「下降」と回答された企業

0.0 
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1.2

0.0

0.0

0.0

1.3

37.9 

14.8 

11.0

16.9

24.1

13.2

6.7

52.2 

53.5 

52.4

54.1

48.1

53.9

58.7

7.5 

28.3 

29.3

27.7

25.3

28.9

30.7

0.6 

1.3 

2.4

0.7

1.3

1.3

1.3

1.9 

1.7 

3.7

0.7

1.3

2.6

1.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

前回調査(n=161)

全産業(n=230)

製 造 業 (n＝82)

非製造業 (n＝148)

大 企 業 (n＝79)

中堅企業 (n＝76)

中小企業 (n＝75)

すでに回復 回復基調 底這い 下降 その他 無回答

58.0

54.3

50.5

36.7

34.0

25.0

7.4

11.2

47.8

62.7

49.3

37.3

28.4

29.9

7.5

14.9

63.6

49.6

51.2

36.4

37.2

22.3

7.4

9.1

0 10 20 30 40 50 60 70

個人消費の低迷

輸出の低迷

企業収益の悪化

設備投資の低迷

公共投資の減少

経済政策

住宅投資の減少

その他

全産業(n＝188)

製造業(n＝67)

非製造業(n＝121)

(%)
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大企業にも業績悪化が及ぶ見通し

・

・

・

・

・

・

 注) 24年4～9月(今期)の変化幅は23年10～3月(前期)との対比、24年10～3月(見通し)の変化幅は24年4～9月(今期)との対比。

前期（23年度下期）と比べた現状（24年度上期）の判断を業績判断BSI※で見ると、前回調査
の現状（23年度下期）の判断は11.9%であったが、今回は▲2.2%とマイナスに転じ、悪化した
と見る企業が多くなっている。（図表5）

規模別で見ると、大企業(10.2%)が依然プラスであるのに対し、中堅企業(▲10.5%)がマイナ
スに転じ、前回調査(34.2%)に対し大幅に落ち込んでいる。（図表5）

来期（24年度下期）の見通しについては、▲8.7%と、さらなる悪化を見込む企業が多くなっ
ている。規模別では、大企業の見通し(▲5.1％)が今期(10.2%）より大きく悪化している。
（図表5）

現在の業績水準について見ると、「大変良い」「良い」と見る企業が11.8%、「悪い」「大変
悪い」と見る企業が33.9%となっており、厳しい状況であることが伺える。（図表6）

現在の業績が「悪い」「大変悪い」とした企業は、その理由を「国内販売の不振」「競争激
化」(いずれも44.9%)としている。（図表7）

経営上の課題では、「人材養成・確保」(60.9%)が最も多く、次いで「国内販売力の強化」
(56.5%)となっている。（図表8）

図表5.H24年度上期の業績判断と見通し

図表6.現在の業績水準

Ⅱ.業績

※業績判断BSI

（「改善」「やや改善」） - （「悪化」「やや悪化」）社数構成比 単位：％

前回調査

23年10～3月(前期）

業績判断BSI 業績判断BSI 変化幅 業績判断BSI 変化幅

11.9 ▲ 2.2 ▲ 14.1 ▲ 8.7 ▲ 6.5

製造業 17.8 ▲ 8.5 ▲ 26.3 ▲ 6.0 2.5

非製造業 9.5 1.3 ▲ 8.2 ▲ 10.1 ▲ 11.4

大企業 12.6 10.2 ▲ 2.4 ▲ 5.1 ▲ 15.3

中堅企業 34.2 ▲ 10.5 ▲ 44.7 ▲ 17.2 ▲ 6.7

中小企業 ▲ 5.2 ▲ 6.7 ▲ 1.5 ▲ 4.1 2.6

今回調査

24年4～9月（今期） 24年10～3月（見通し）

全産業

業

種

規

　

模

0.0 

0.9 

2.4

0.0

2.5

0.0

0.0

13.0 

10.9 

17.1

7.4

10.1

7.9

14.7

53.4 

50.9 

41.5

56.1

49.4

55.3

48.0

27.3 

32.6 

32.9

32.4

30.4

35.5

32.0

2.5 

1.3 

0.0

2.0

1.3

0.0

2.7

3.7 

3.5 

6.1

2.0

6.3

1.3

2.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

前回調査(n=161)

全産業(n=230)

製 造 業 (n＝82)

非製造業 (n＝148)

大 企 業 (n＝79)

中堅企業 (n＝76)

中小企業 (n＝75)

大変良い 良い どちらとも言えない 悪い 大変悪い 無回答
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図表8.経営上の課題（3つまで回答）

図表7.現在の業績が悪い理由（3つまで回答）
業績が「悪い」「大変悪い」と回答された企業
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輸出の不調

為替の混乱

経済政策

原材料費の上昇

人員余剰

天候要因

金融収縮

在庫過剰

資金繰りの悪化

設備過剰

その他

全産業(n＝78)

(%)

(%)

60.9

56.5

34.8

31.7

16.5

11.3

10.4

10.0

9.6

5.7

0.4

2.6

0 10 20 30 40 50 60 70

人材養成・確保

国内販売力の強化

新分野への進出

新商品開発

原材料費の削減

輸出競争力の強化

余剰人員の削減

研究開発

環境問題への対応

円滑な資金調達

過剰設備の削減

その他

(n＝230)
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引き続き増加傾向

・

・

・

・

図表10.設備投資（前年度比）

図表9.現在の設備水準

現在の設備水準については、「適正である」と答えた企業(76.1%)が、前回調査(73.9%)同
様、大半を占めた。また、「不足」「非常に不足」とする企業(12.6%)が「非常に過剰」「過
剰」とする企業(8.7%)を上回った。（図表9）

24年度の設備投資（前年対比）について、「増加」と答えた企業(29.1%)が「減少」と答えた
企業(17.8%)を上回り、23年度に引き続き増加傾向にある。（図表10）

平成24年度の設備投資が増加するとした理由としては、「設備の維持・更新が必要」(68.7%)
が最も多く、次いで、「国内需要が増加する見通し」(22.4%)となっている。（図表11）

一方、平成24年度の設備投資が減少するとした企業の理由としては、「前年度が高水準（反
動減）」(53.7%)が最も多く、次いで、「国内需要回復見通しが立たない」(36.6%)となって
いる。（図表12）

Ⅲ.設備投資

0.0

0.4

1.2

0.0

0.0

0.0
1.3

8.7

8.3

17.1

3.4

11.4

5.3

8.0

73.9

76.1

68.3

80.4

78.5

72.4

77.3

14.9

11.7

12.2

11.5

6.3

17.1

12.0

0.6

0.9

0.0

1.4

1.3

0.0

1.3

1.9

2.6

1.2

3.4

2.5

5.3

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

前回調査（n＝161)

全産業(n=230)

製 造 業 (n＝82)

非製造業 (n＝148)

大 企 業 (n＝79)

中堅企業 (n＝76)

中小企業 (n＝75)

非常に過剰 過剰 適正 不足 非常に不足 無回答

23.5

29.1

56.1

50.4

17.8

17.8

2.6

2.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H23実績

H24見込み

増加 横ばい 減少 無回答

7



図表12.平成24年度の設備投資が減少する要因（3つまで回答）

図表11.平成24年度の設備投資が増加する要因（3つまで回答）

68.7

22.4

16.4

14.9

11.9

9.0

6.0

4.5

11.9

0 10 20 30 40 50 60 70 80

設備の維持・更新が必要

国内需要が増加する見通し

前年度が低水準（反動増）

情報技術(IT)投資が必要

新規事業への進出

低金利

業績が改善する見通し

海外需要が増加する見通し

その他

(n＝67)

53.7

36.6

34.1

9.8

7.3

4.9

0.0

12.2

0 10 20 30 40 50 60

前年度が高水準（反動減）

国内需要回復見通し立たず

業績改善の見通し立たず

国内投資抑え海外投資の強化

海外需要回復見通し立たず

事業規模の縮小

民間金融機関からの資金調達難

その他

(n＝41)

(%)

(%)
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政府の「革新的エネルギー・環境戦略」について

・

・

・

・

・

図表14.戦略を評価しない理由（複数回答）

今回の戦略について、「あまり評価しない」(42.0%)、「全く評価しない」(30.2%)が、合計
で72.2％と4社に3社が否定的な評価をしている。（肯定的な評価は19.3%）（図表13）

戦略を評価しない理由については、「原子力発電という選択肢はなくすべきでない」が
74.5％、「グリーンエネルギー革命の実現性や影響に疑問・不安がある」が65.2％、「戦略
策定のプロセスに問題がある」が37.5％となっている。（図表14）

「原子力発電という選択肢はなくすべきでない」「グリーンエネルギー革命の実現性や影響
に疑問・不安がある」と回答した理由については、「資源が乏しいわが国は、原子力を含め
て、多様なエネルギーの選択肢をもつべき」(80.7%)が最も多く、次いで、「将来にわたっ
て、安定的に電力、エネルギーが供給されるか不安」(66.3％)、「電気料金の上昇」
(61.4％)、「火力発電への依存により、化石燃料輸入に伴う国富の流出や、中東への過度な
依存に拍車をかける」(60.2％)、「経済活動や国民生活、雇用等へ深刻な影響を与える」
(57.8％)が過半数を占め、会員は様々な点で今回の戦略に対し危惧を抱いている。（図表
15）

今回の戦略の見直しについて、「あまり評価しない」「全く評価しない」とした回答者のう
ち、77.7％が見直すべきとしている。（図表16）

「安全が確認された原子力発電所の再稼働」については、79.2％が肯定的な回答をしており
(否定的な評価は9.8%)、その理由として、「安定的な電力の供給が必要」(76.7％)が最も多
くなっている。（特に大企業では83.6％と非常に高い）（図表17,18）

図表13.戦略の内容

Ⅳ.エネルギー政策

大いに評

価する

2.4%

やや評価

する

16.9%

あまり評価

しない

42.0%

全く評価し

ない

30.2%

分からな

い

7.4%

無回答

1.1%

(n=255)

74.5

65.2

37.5

3.8

0 10 20 30 40 50 60 70 80

原子力発電という選択肢はなく

すべきでない

グリーンエネルギー革命の実

現性や

影響に疑問・不安がある

戦略策定のプロセスに問題が

ある

その他

(n＝184)

(%)
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に疑問・不安」である理由（複数回答）

図表15.「原子力発電をなくすべきでない」「グリーンエネルギー革命

図表16.戦略の見直しをすべきか

(%)

80.7

66.3

61.4

60.2

57.8

48.2

39.2

28.9

23.5

18.1

13.3

3.6

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

資源が乏しいわが国は、原子力を含

めて、多様なエネルギーの選択肢を

もつべき

将来にわたって、安定的に電力、エ

ネルギーが供給されるか不安

電気料金の上昇

火力発電への依存により、化石燃料

輸入に伴う国富の流出や、中東への

過度な依存に拍車をかける

経済活動や国民生活、雇用等へ深

刻な影響を与える（産業空洞化等）

原子力の安全確保に必要な人材の

確保や技術の継承について支障をき

たす

火力発電への依存により、CO２排出

量が増え環境負荷が増す

国策に協力してきた原子力発電所立

地地域に対する配慮が欠けている

住宅の立て替え時は太陽光敷設を前

提とするなど、グリーンエネルギー革

命の実現性には課題が多い

日米関係を含む安全保障へ悪影響

を及ぼす

既存の原子力発電所建設計画が不

明確になってしまう

その他

全体（n＝166)

はい

77.7%

いいえ

3.3%

無回答

19.0%

(n=184)
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※団体からの回答(n=24)を含む

図表17.原子力発電所の再稼働

図表18.原子力発電所再稼働の理由（複数回答）

その通り

39.6%

どちらかと

いうとその

通り

39.6%

どちらかと

いうと違う

7.1%

違う

2.7%

なんともい

えない

8.2%

無回答

2.7%

(n=255)

76.7

65.8

64.4

50.5

0.5

83.6

54.5

67.3

49.1

0.0

76.3

69.5

62.7

49.2

0.0

68.8

71.9

67.2

54.7

0.0

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

供給力の低下による停電の回避など、安定

的な電力の供給が必要

再生可能エネルギーの導入には限界があ

り、さらに時間やコストがかかる

原子力発電所の長期停止に伴う火力燃料

費の増加による電気料金の上昇が心配

現在の原子力技術レベルを高めることで、さ

らなる安全確保が可能

その他

全体（n＝202※)

大 企 業 (n＝55)

中堅企業 (n＝59)

中小企業 (n＝64)

(%)
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社会保障のための消費税増税には過半数が賛成

・

・

・

・

・

図表21.将来の社会保障のあり方

消費税については、「消費税増税は必要である」(51.4%)が過半数を占める一方、「消費税増
税はやむを得ないが、今すべきではない」が39.6%を占めている。（図表19）

消費税増税による景気への影響については、「中、長期的に見て悪い影響が出る」は14.5％
であり、「短期的には悪い影響が出る」が68.6%と多い。（図表20）

社会保障については、「現在の給付水準を維持すべき」が49.4%となったものの、「給付水準
の抑制をすべき」も37.6%を占めた。（図表21）

経済への配慮（デフレ脱却、経済活性化などへの取り組み）として、効果的な施策について
は、「法人実効税率の引き下げなどの税制改革」(64.7%)、次いで「金融緩和継続などの金融
政策」(51.8%)となっている。（図表22）

経済への配慮として、「TPPをはじめ自由貿易協定の締結」が効果的とするのは、非製造業が
28.4%であるのに対し、製造業では50.0%を占めた。（図表22）

図表20.消費税増税による景気への影響図表19.今回の消費税増税

Ⅴ.社会保障と税

社会保障

の安定化

のため、消

費税増税

は必要

51.4%

消費税増

税はやむ

を得ない

が、今す

べきでな

い

39.6%

現在(５％)

以上の負

担はすべ

きでなく、

その他の

税も考える

べき

3.9%

その他

3.9%

無回答

1.2%

(n=255)

中、長期

的に見て

悪い影響

が出る

14.5%

短期的に

は悪い影

響が出る

68.6%

あまり影響

はない

7.5%

良い影響

が出る

1.6%

分からな

い

5.1%

その他

1.2%

無回答

1.5%

(n=255)

更なる給

付水準の

充実が望

まれる

6.3%

現在の給

付水準を

維持すべ

き

49.4%

給付水準

の抑制を

すべき

37.6%

その他

4.7%

無回答

2.0%

(n=255)

12



【業種別】

図表22.効果的な施策（複数回答）
(%)

64.7

51.8

38.0

36.5

35.3

34.1

25.1

4.7

72.0

56.1

31.7

50.0

36.6

31.7

29.3

4.9

60.1

48.6

39.9

28.4

33.8

35.8

20.9

3.4

68.0

56.0

48.0

40.0

40.0

32.0

36.0

12.0

0 10 20 30 40 50 60 70 80

法人実効税率の引き下

げなどの税制改革

金融緩和継続などの金

融政策

環境、医療など成長分

野への補助等

TPPをはじめ自由貿易

協定の締結

ビジネス環境整備のた

めの規制緩和

新幹線、港湾などのイン

フラ整備への投資

グローバル社会に対応

できる人材育成

その他

全体（n＝255)

製 造 業 (n＝82)

非製造業 (n＝148)

団体(n=25)
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平成24年度全体では、平成23年度全体に比べどのように変化すると思われますか。 

北陸地域の現在の景気は平成23年度下期(10月～3月)に比べどのように変化したと思われますか。
（季節的要因を除外してお答え下さい。）

現在の景気（前期比）

平成24年度全体の景気（前年度比）

景気動向Ⅰ

0.0 

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

18.3 

19.5

17.6

22.8

17.1

14.7

40.9 

36.6

43.2

45.6

32.9

44.0

32.6 

35.4

31.1

25.3

42.1

30.7

7.8 

7.3

8.1

5.1

7.9

10.7

0.4 

1.2

0.0

1.3

0.0

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全産業(n=230)

製 造 業 (n＝82)

非製造業 (n＝148)

大 企 業 (n＝79)

中堅企業 (n＝76)

中小企業 (n＝75)

良くなる やや良くなる 変わらない やや悪くなる 悪くなる 無回答

0.4 

0.0

0.7

0.0

0.0

1.3

12.2 

9.8

13.5

17.7

11.8

6.7

48.7 

50.0

48.0

54.4

39.5

52.0

31.3 

32.9

30.4

20.3

38.2

36.0

7.0 

6.1

7.4

6.3

10.5

4.0

0.4 

1.2

0.0

1.3

0.0

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全産業(n=230)

製 造 業 (n＝82)

非製造業 (n＝148)

大 企 業 (n＝79)

中堅企業 (n＝76)

中小企業 (n＝75)

良くなった やや良くなった 変わらない やや悪くなった 悪くなった 無回答

３. アンケート調査結果詳細
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北陸地域の平成24年度下期(10月～3月)の景気は現在に比べどのように変化すると思われますか。
（季節的要因を除外してお答え下さい。）

Q.1～Q.3などを総合的に勘案し、現在の北陸地域の景気は基調として以下のどの局面にあると
判断されていますか。

平成24年度下期の景気（見通し）

現在の景気基調

0.0 

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

7.0 

11.0

4.7

13.9

5.3

1.3

45.7 

47.6

44.6

41.8

46.1

49.3

37.8 

31.7

41.2

35.4

38.2

40.0

9.1 

8.5

9.5

7.6

10.5

9.3

0.4 

1.2

0.0

1.3

0.0

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全産業(n=230)

製 造 業 (n＝82)

非製造業 (n＝148)

大 企 業 (n＝79)

中堅企業 (n＝76)

中小企業 (n＝75)

良くなる やや良くなる 変わらない やや悪くなる 悪くなる 無回答

0.0 

0.4 

1.2

0.0

0.0

0.0

1.3

37.9 

14.8 

11.0

16.9

24.1

13.2

6.7

52.2 

53.5 

52.4

54.1

48.1

53.9

58.7

7.5 

28.3 

29.3

27.7

25.3

28.9

30.7

0.6 

1.3 

2.4

0.7

1.3

1.3

1.3

1.9 

1.7 

3.7

0.7

1.3

2.6

1.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

前回調査(n=161)

全産業(n=230)

製 造 業 (n＝82)

非製造業 (n＝148)

大 企 業 (n＝79)

中堅企業 (n＝76)

中小企業 (n＝75)

すでに回復 回復基調 底這い 下降 その他 無回答

景気動向Ⅰ
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Q.4で「すでに回復」「回復基調」と回答された方へ
北陸地域の景気が回復に転じた時期はいつ頃と思われますか。

Q.4で「すでに回復」「回復基調」と回答された方へ
現在の景気が良いのは何によるものだと思われますか。（複数回答可）

【業種別】

◎その他の具体的な回答

　・雇用情勢

現在の景気が良い理由（複数回答）

景気が回復に転じた時期

5.7 

0.0

8.0

5.3

10.0

0.0

5.7 

10.0

4.0

10.5

0.0

0.0

37.1 

40.0

36.0

47.4

10.0

50.0

51.4 

50.0

52.0

36.8

80.0

50.0

0.0 

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全産業(n=35)

製 造 業 (n＝10)

非製造業 (n＝25)

大 企 業 (n＝19)

中堅企業 (n＝10)

中小企業 (n＝6)

H22下期以前 H23上期 H23下期 H24上期 その他

48.6

42.9

34.3

25.7

11.4

8.6

2.9

2.9

80.0

30.0

20.0

0.0

30.0

10.0

0.0

10.0

36.0

48.0

40.0

36.0

4.0

8.0

4.0

0.0

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

設備投資の回復

公共投資の効果

企業収益の回復

個人消費の回復

輸出の増加

住宅投資の増加

経済政策

その他

全産業(n=35)

製 造 業 (n＝10)

非製造業 (n＝25)

景気動向Ⅰ

(%)
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Q.4で「すでに回復」「回復基調」と回答された方へ
現在の景気が良いのは何によるものだと思われますか。（複数回答可）

【規模別】

Q.4で「底這い」「下降」と回答された方へ
北陸地域の景気が今後回復に転じると予想される時期はいつ頃と思われますか。

◎その他の具体的な回答

　・政権交代後（中国との関係、エネルギーの安定供給見直し等政策要因による影響が大）

　・円高が続く限り低迷は続く

　・平成27年頃から

現在の景気が良い理由（複数回答）

景気が回復に転じる時期

景気動向Ⅰ

47.4

31.6

36.8

36.8

5.3

5.3

0.0

0.0

50.0

50.0

30.0

20.0

0.0

20.0

0.0

10.0

50.0

66.7

33.3

0.0

50.0

0.0

16.7

0.0

0 10 20 30 40 50 60 70 80

設備投資の回復

公共投資の効果

企業収益の回復

個人消費の回復

輸出の増加

住宅投資の増加

経済政策

その他

大 企 業 (n＝19)

中堅企業 (n＝10)

中小企業 (n＝6)

2.1

4.5

0.8

6.9

0.0

0.0

24.5

22.4

25.6

25.9

28.6

19.4

34.6

38.8

32.2

31.0

34.9

37.3

28.2

20.9

32.2

27.6

25.4

31.3

9.6

11.9

8.3

6.9

9.5

11.9

1.1

1.5

0.8

1.7

1.6

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全産業(n＝188)

製造業(n＝67)

非製造業(n＝121)

大 企 業 (n＝58)

中堅企業 (n＝63)

中小企業 (n＝67)

H24下期 H25上期 H25下期 H26上期以降 その他 無回答

(%)
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Q.4で「底這い」「下降」と回答された方へ
現在の景気が悪いのは何によるものだと思われますか。（複数回答可）

【業種別】

【規模別】

◎経済政策の具体的な回答 ◎その他の具体的な回答

　・政治主導に確かな方向が見えない 　・海外経済（欧州・中国）の減速

　・世界経済の流れに政府が無関心、具体的戦略がない 　・外交不在

　・金融行政、為替円高 　・外交・エネルギー・社会保障等、政策の将来不安が大きく

　・デフレ対策が弱い 心理的に悪影響を及ぼし、成長戦略を描けない

　・内需拡大策、増子化対策 　・政治の低迷、政局不安

　・公共工事への認識の無さ、産業全体へのバックアップ無し 　・節電要請

　・公債法成立遅れによる公共投資遅れ 　・技術の流出、若年者の不雇用、教育政策の失敗

現在の景気が悪い理由（複数回答）

現在の景気が悪い理由（複数回答）

景気動向Ⅰ

58.0

54.3

50.5

36.7

34.0

25.0

7.4

11.2

47.8

62.7

49.3

37.3

28.4

29.9

7.5

14.9

63.6

49.6

51.2

36.4

37.2

22.3

7.4

9.1

0 10 20 30 40 50 60 70

個人消費の低迷

輸出の低迷

企業収益の悪化

設備投資の低迷

公共投資の減少

経済政策

住宅投資の減少

その他

全産業(n＝188)

製造業(n＝67)

非製造業(n＝121)

60.3

53.4

46.6

29.3

22.4

24.1

5.2

13.8

60.3

65.1

49.2

25.4

33.3

23.8

3.2

11.1

53.7

44.8

55.2

53.7

44.8

26.9

13.4

9.0

0 10 20 30 40 50 60 70

個人消費の低迷

輸出の低迷

企業収益の悪化

設備投資の低迷

公共投資の減少

経済政策

住宅投資の減少

その他

大 企 業 (n＝58)

中堅企業 (n＝63)

中小企業 (n＝67)

(%)

(%)
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わが国および北陸地域の平成24年度の実質ＧＤＰ経済成長率は何％になると思われますか。

平成24年度の実質GDP経済成長率

景気動向Ⅰ

0.9 1.3
2.2

4.3

9.6

15.7

20.9 21.3

15.2

7.0

0.4 0.9

3.0

5.7

15.7

26.5

16.1

13.9

10.4

5.7

0

10

20

30

-2.0%

以下

-2.0%～

-1.5%

-1.5%～

-1.0%

-1.0%～

-0.5%

-0.5%～

0%

0%～

+0.5%

+0.5%～

+1.0%

+1.0%～

+1.5%

+1.5%～

+2.0%

+2.0%

～+2.5%

全国 北陸

n＝230

(%)
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貴社の平成24年度上期(4月～9月)の業績は、平成23年度下期(10月～3月)に比べどのように
変化しましたか。(季節的要因を除外してお答え下さい。)

貴社の平成24年度下期(10月～3月)の業績は、平成24年度上期(4月～9月)に比べどのように
変化すると思われますか。(季節的要因を除外してお答え下さい。)

平成24年度上期の業績（前期比）

平成24年度下期の業績（見通し）

業績Ⅱ

6.5 

11.0

4.1

8.9

6.6

4.0

23.5 

17.1

27.0

30.4

17.1

22.7

35.7 

30.5

38.5

26.6

42.1

38.7

23.5 

29.3

20.3

25.3

22.4

22.7

8.7 

7.3

9.5

3.8

11.8

10.7

2.2 

4.9

0.7

5.1

0.0

1.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全産業(n=230)

製 造 業 (n＝82)

非製造業 (n＝148)

大 企 業 (n＝79)

中堅企業 (n＝76)

中小企業 (n＝75)

改善した やや改善した 変わらない やや悪化した 悪化した 無回答

4.3 

6.1

3.4

6.3

1.3

5.3

19.6 

23.2

17.6

21.5

19.7

17.3

40.9 

30.5

46.6

32.9

40.8

49.3

26.5 

28.0

25.7

25.3

31.6

22.7

6.1 

7.3

5.4

7.6

6.6

4.0

2.6 

4.9

1.4

6.3

0.0

1.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全産業(n=230)

製 造 業 (n＝82)

非製造業 (n＝148)

大 企 業 (n＝79)

中堅企業 (n＝76)

中小企業 (n＝75)

改善する やや改善する 変わらない やや悪化する 悪化する 無回答
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Q.1、Q.2の状況を踏まえ、現在の貴社の業績水準についてどう思われますか。

Q.3で「大変良い」「良い」と回答された方へ
 貴社の業績が良くなった時期はいつ頃と思われますか。

現在の業績水準

業績が良くなった時期

0.0 

0.9 

2.4

0.0

2.5

0.0

0.0

13.0 

10.9 

17.1

7.4

10.1

7.9

14.7

53.4 

50.9 

41.5

56.1

49.4

55.3

48.0

27.3 

32.6 

32.9

32.4

30.4

35.5

32.0

2.5 

1.3 

0.0

2.0

1.3

0.0

2.7

3.7 

3.5 

6.1

2.0

6.3

1.3

2.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

前回調査(n=161)

全産業(n=230)

製 造 業 (n＝82)

非製造業 (n＝148)

大 企 業 (n＝79)

中堅企業 (n＝76)

中小企業 (n＝75)

大変良い 良い どちらとも言えない 悪い 大変悪い 無回答

37.0 

37.5

36.4

50.0

33.3

27.3

18.5 

18.8

18.2

20.0

16.7

18.2

25.9 

25.0

27.3

10.0

33.3

36.4

14.8 

12.5

18.2

20.0

16.7

9.1

3.7 

6.3

0.0

0.0

0.0

9.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全産業(n=27)

製 造 業 (n＝16)

非製造業 (n＝11)

大 企 業 (n＝10)

中堅企業 (n＝6)

中小企業 (n＝11)

H22下期 H23上期 H23下期 H24上期 その他

業績Ⅱ

21



Q.3で「大変良い」「良い」と回答された方へ
 現在の業績が良いのは何によるものだと思われますか。（3つまで回答可）

【業種別】

【規模別】

◎経済政策の具体的な回答

　・北陸新幹線建設に関する特需

現在の業績が良い理由（3つまで回答）

現在の業績が良い理由（3つまで回答）

業績Ⅱ

(%)

81.5 

22.2 

14.8 

11.1 

7.4 

7.4 

3.7 

3.7 

0.0 

0.0 

0.0 

7.4 

93.8 

18.8 

12.5 

12.5 

0.0 

6.3 

6.3 

6.3 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

63.6 

27.3 

18.2 

9.1 

18.2 

9.1 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

18.2 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

国内販売の好調

ビジネスモデルの改善

経済政策

在庫調整の好転

過剰設備の削減

原材料費の低下

販売価格の上昇

資金繰りの好転

輸出（外需）の好調

雇用調整の実施

天候要因

その他

全産業(n=27)

製 造 業 (n＝16)

非製造業 (n＝11)

80.0 

30.0 

30.0 

20.0 

20.0 

10.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

66.7 

16.7 

0.0 

0.0 

0.0 

16.7 

16.7 

16.7 

0.0 

0.0 

0.0 

16.7 

90.9

18.2

9.1

9.1

0.0

0.0

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

9.1 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

国内販売の好調

ビジネスモデルの改善

経済政策

在庫調整の好転

過剰設備の削減

原材料費の低下

販売価格の上昇

資金繰りの好転

輸出（外需）の好調

雇用調整の実施

天候要因

その他

大 企 業 (n＝10)

中堅企業 (n＝6)

中小企業 (n＝11)

(%)
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Q.3で「悪い」「大変悪い」と回答された方へ
 貴社の業績が今後良くなる時期はいつ頃と思われますか。

業績が良くなる時期

業績Ⅱ

3.8

0.0

5.9

0.0

11.1

0.0

24.4

22.2

25.5

28.0

29.6

15.4

33.3

40.7

29.4

28.0

44.4

26.9

29.5

29.6

29.4

32.0

11.1

46.2

2.6

0.0

3.9

0.0

3.7

3.8

6.4

7.4

5.9

12.0

0.0

7.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全産業(n＝78)

製造業(n＝27)

非製造業(n＝51)

大 企 業 (n＝25)

中堅企業 (n＝27)

中小企業 (n＝26)

H24下期 H25上期 H25下期 H26上期以降 その他 無回答
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Q.3で「悪い」「大変悪い」と回答された方へ
現在の業績が悪いのは何によるものだと思われますか。（3つまで回答可）

【業種別】

【規模別】

◎経済政策の具体的な回答

　・長期で経済成長する企画、戦略がない

◎その他の具体的な回答

　・中国、欧州、米国の不調

　・国際問題、日中問題

　・政局不安定

　・地域経済、事業活動の停滞、運用環境の悪化

　・公共工事の減少、設備投資の低迷

　・エネルギー政策の現実性に欠ける

現在の業績が悪い理由（3つまで回答）

現在の業績が悪い理由（3つまで回答）

業績Ⅱ

(%)

20.0

44.0

28.0

28.0

36.0

16.0

16.0

4.0

0.0

4.0

4.0

0.0

0.0

20.0

59.3

40.7

40.7

40.7

29.6

11.1

14.8

0.0

3.7

0.0

0.0

0.0

0.0

7.4

53.8

50.0

50.0

11.5

11.5

11.5

3.8

11.5

11.5

7.7

3.8

3.8

0.0

7.7

0 10 20 30 40 50 60 70

国内販売の不振

競争激化

販売価格の低下

輸出の不調

為替の混乱

経済政策

原材料費の上昇

人員余剰

天候要因

金融収縮

在庫過剰

資金繰りの悪化

設備過剰

その他

大 企 業 (n＝25)

中堅企業 (n＝27)

中小企業 (n＝26)

(%)

44.9

44.9

39.7

26.9

25.6

12.8

11.5

5.1

5.1

3.8

2.6

1.3

0.0

11.5

44.4

40.7

29.6

37.0

37.0

22.2

11.1

3.7

7.4

0.0

3.7

0.0

0.0

14.8

45.1

47.1

45.1

21.6

19.6

7.8

11.8

5.9

3.9

5.9

2.0

2.0

0.0

9.8

0 10 20 30 40 50

国内販売の不振

競争激化

販売価格の低下

輸出の不調

為替の混乱

経済政策

原材料費の上昇

人員余剰

天候要因

金融収縮

在庫過剰

資金繰りの悪化

設備過剰

その他

全産業(n＝78)

製造業(n＝27)

非製造業(n＝51)
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 貴社にとっての経営上の課題は、どのような点でしょうか。（3つまで回答可）

【業種別】

【規模別】

◎その他の具体的な回答

　・海外移転加速 　・与信管理

　・収益力の強化

経営上の課題（3つまで回答）

経営上の課題（3つまで回答）

業績Ⅱ

(%)

49.4

50.6

38.0

32.9

15.2

19.0

12.7

6.3

12.7

2.5

1.3

1.3

65.8

55.3

31.6

36.8

19.7

5.3

11.8

13.2

9.2

2.6

0.0

3.9

68.0

64.0

34.7

25.3

14.7

9.3

6.7

10.7

6.7

12.0

0.0

2.7

0 10 20 30 40 50 60 70 80

人材養成・確保

国内販売力の強化

新分野への進出

新商品開発

原材料費の削減

輸出競争力の強化

余剰人員の削減

研究開発

環境問題への対応

円滑な資金調達

過剰設備の削減

その他

大 企 業 (n＝79)

中堅企業 (n＝76)

中小企業 (n＝75)

60.9

56.5

34.8

31.7

16.5

11.3

10.4

10.0

9.6

5.7

0.4

2.6

32.9

47.6

30.5

52.4

25.6

24.4

9.8

26.8

6.1

4.9

1.2

3.7

76.4

61.5

37.2

20.3

11.5

4.1

10.8

0.7

11.5

6.1

0.0

2.0

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

人材養成・確保

国内販売力の強化

新分野への進出

新商品開発

原材料費の削減

輸出競争力の強化

余剰人員の削減

研究開発

環境問題への対応

円滑な資金調達

過剰設備の削減

その他

全産業(n=230)

製 造 業 (n＝82)

非製造業 (n＝148)

(%)
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貴社の現在の設備水準はどうですか。

貴社の平成23年度の設備投資は平成22年度に比べ、増加しましたか、減少しましたか。

現在の設備水準

平成23年度の設備投資（前年度比）

0.0

0.4

1.2

0.0

0.0

0.0
1.3

8.7

8.3

17.1

3.4

11.4

5.3

8.0

73.9

76.1

68.3

80.4

78.5

72.4

77.3

14.9

11.7

12.2

11.5

6.3

17.1

12.0

0.6

0.9

0.0

1.4

1.3

0.0

1.3

1.9

2.6

1.2

3.4

2.5

5.3

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

前回調査（n＝161)

全産業(n=230)

製 造 業 (n＝82)

非製造業 (n＝148)

大 企 業 (n＝79)

中堅企業 (n＝76)

中小企業 (n＝75)

非常に過剰 過剰 適正 不足 非常に不足 無回答

設備投資Ⅲ

23.5

32.9

18.2

27.8

18.4

24.0

56.1

46.3

61.5

50.6

59.2

58.7

17.8

19.5

16.9

19.0

17.1

17.3

2.6

1.2

3.4

2.5

5.3

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全産業(n=230)

製 造 業 (n＝82)

非製造業 (n＝148)

大 企 業 (n＝79)

中堅企業 (n＝76)

中小企業 (n＝75)

増加 横ばい 減少 無回答
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貴社の平成24年度の設備投資は平成23年度に比べ、増加する見込みですか、減少する見込みですか。

平成24年度の設備投資（前年度比）

設備投資Ⅲ

29.1

35.4

25.7

29.1

26.3

32.0

50.4

40.2

56.1

50.6

50.0

50.7

17.8

23.2

14.9

17.7

18.4

17.3

2.6

1.2

3.4

2.5

5.3

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全産業(n=230)

製 造 業 (n＝82)

非製造業 (n＝148)

大 企 業 (n＝79)

中堅企業 (n＝76)

中小企業 (n＝75)

増加 横ばい 減少 無回答
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Q.3で「増加する」と回答された方へ
平成24年度の設備投資が、平成23年度と比較して増加する要因をお答えください。（3つまで回答可）

【業種別】

【規模別】

◎その他の具体的な回答

　・海外移転加速

　・生産効率の向上

　・研修施設の建設

平成24年度の設備投資が増加する要因（3つまで回答）

平成24年度の設備投資が増加する要因（3つまで回答）

設備投資Ⅲ

52.2

39.1

17.4

4.3

13.0

0.0

8.7

8.7

17.4

85.0

15.0

20.0

10.0

10.0

20.0

0.0

0.0

0.0

70.8

12.5

12.5

29.2

12.5

8.3

8.3

4.2

16.7

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

設備の維持・更新が必要

国内需要が増加する見通し

前年度が低水準（反動増）

情報技術(IT)投資が必要

新規事業への進出

低金利

業績が改善する見通し

海外需要が増加する見通し

その他

大 企 業 (n＝23)

中堅企業 (n＝20)

中小企業 (n＝24)

(%)

68.7

22.4

16.4

14.9

11.9

9.0

6.0

4.5

11.9

58.6

27.6

20.7

10.3

20.7

10.3

0.0

10.3

13.8

76.3

18.4

13.2

18.4

5.3

7.9

10.5

0.0

10.5

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

設備の維持・更新が必要

国内需要が増加する見通し

前年度が低水準（反動増）

情報技術(IT)投資が必要

新規事業への進出

低金利

業績が改善する見通し

海外需要が増加する見通し

その他

全産業(n=67)

製 造 業 (n＝29)

非製造業 (n＝38)

(%)
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Q.3で「減少する」と回答された方へ
平成24年度の設備投資が、平成23年度と比較して減少する要因をお答えください。（3つまで回答可）

【業種別】

【規模別】

平成24年度の設備投資が減少する要因（3つまで回答）

平成24年度の設備投資が減少する要因（3つまで回答）

設備投資Ⅲ

57.1

28.6

28.6

21.4

7.1

7.1

0.0

7.1

42.9

28.6

35.7

7.1

14.3

0.0

0.0

28.6

61.5

53.8

38.5

0.0

0.0

7.7

0.0

0.0

0 10 20 30 40 50 60 70

前年度が高水準（反動減）

国内需要回復見通し立たず

業績改善の見通し立たず

国内投資抑え海外投資の強化

海外需要回復見通し立たず

事業規模の縮小

民間金融機関からの資金調達難

その他

大 企 業 (n＝14)

中堅企業 (n＝14)

中小企業 (n＝13)

(%)

(%)

53.7

36.6

34.1

9.8

7.3

4.9

0.0

12.2

73.7

31.6

15.8

10.5

10.5

0.0

0.0

5.3

36.4

40.9

50.0

9.1

4.5

9.1

0.0

18.2

0 10 20 30 40 50 60 70 80

前年度が高水準（反動減）

国内需要回復見通し立たず

業績改善の見通し立たず

国内投資抑え海外投資の強化

海外需要回復見通し立たず

事業規模の縮小

民間金融機関からの資金調達難

その他

全産業(n=41)

製 造 業 (n＝19)

非製造業 (n＝22)

29



平成24年度の設備投資において、ウエイトの高い投資目的をお答えください。(2つまで回答可）

【業種別】

【規模別】

◎その他の具体的な回答

　・海外拠点の充実

　・福利厚生施設の充実

　・災害対策

主要な投資目的（2つまで回答）

主要な投資目的（2つまで回答）

設備投資Ⅲ

43.0

29.1

22.8

21.5

17.7

12.7

11.4

3.8

52.6

28.9

26.3

11.8

10.5

13.2

10.5

1.3

69.3

29.3

30.7

10.7

14.7

8.0

4.0

0.0

0 10 20 30 40 50 60 70 80

維持・補修

能力増強

合理化・省力化

情報化

新規事業への進出

環境対策・省エネ

研究開発

その他

大 企 業 (n＝79)

中堅企業 (n＝76)

中小企業 (n＝75)

(%)

54.8

29.1

26.5

14.8

14.3

11.3

8.7

1.7

45.1

35.4

39.0

8.5

17.1

12.2

15.9

3.7

60.1

25.7

19.6

18.2

12.8

10.8

4.7

0.7

0 10 20 30 40 50 60 70

維持・補修

能力増強

合理化・省力化

情報化

新規事業への進出

環境対策・省エネ

研究開発

その他

全産業(n=230)

製 造 業 (n＝82)

非製造業 (n＝148)

(%)
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政府のエネルギー・環境会議は9月14日、「革新的エネルギー・環境戦略」を発表し、
「2030年代に原発稼働ゼロを可能とするよう、あらゆる政策資源を投入する」方針を示しました。

今回の戦略の内容について、どのように思われますか。

戦略の内容

2.4

0.0

4.1

0.0

1.3

2.6

4.0

16.9

17.1

16.9

16.0

19.0

19.7

12.0

42.0

41.5

39.9

56.0

38.0

39.5

44.0

30.2

30.5

31.1

24.0

25.3

30.3

37.3

7.4

9.8

6.8

4.0

13.9

7.9

1.3

1.1

1.2

1.4

0.0

2.5

0.0

1.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n＝255)

製 造 業 (n＝82)

非製造業 (n＝148)

団体(n=25)

大 企 業 (n＝79)

中堅企業 (n＝76)

中小企業 (n＝75)

大いに評価する やや評価する あまり評価しない 全く評価しない 分からない 無回答

エネルギー政策Ⅳ
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Q.1で「大いに評価する」「やや評価する」と回答された方へ
その理由は何ですか。（複数回答可）

【業種別】

【規模別】

戦略を評価する理由（複数回答）

戦略を評価する理由（複数回答）

エネルギー政策Ⅳ

95.9

22.4

2.0

0.0

85.7

7.1

7.1

0.0

100.0

22.6

0.0

0.0

100.0

75.0

0.0

0.0

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

グリーンエネルギー革命※を進めるべき

（※節電・省エネルギーの大幅な実施、

再生可能エネルギーの大量導入）

原子力発電という選択肢はなくすべき

（「2030年代に原発稼働ゼロ」に賛成」）

戦略策定のプロセスが評価できる

その他

全体（n＝49)

製 造 業 (n＝14)

非製造業 (n＝31)

団体(n=4)

100.0

0.0

0.0

0.0

88.2

29.4

5.9

0.0

100.0

25.0

0.0

0.0

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

グリーンエネルギー革命※を進めるべき

（※節電・省エネルギーの大幅な実施、

再生可能エネルギーの大量導入）

原子力発電という選択肢はなくすべき

（「2030年代に原発稼働ゼロ」に賛成」）

戦略策定のプロセスが評価できる

その他

大 企 業 (n＝16)

中堅企業 (n＝17)

中小企業 (n＝12)

(%)

(%)
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Q.1で「あまり評価しない」「全く評価しない」と回答された方へ
その理由は何ですか。（複数回答可）

【業種別】

【規模別】

◎その他の具体的な回答

　・ブレない政策が必要

　・その場しのぎ、選挙対策

　・理想論で現実性がない

　・エネルギーコストの経済的合理性が疑問

　・プルトニウムの問題も含めゼロが可能とは思えない

戦略を評価しない理由（複数回答）

戦略を評価しない理由（複数回答）

エネルギー政策Ⅳ

74.5

65.2

37.5

3.8

78.0

72.9

47.5

0.0

72.4

62.9

34.3

4.8

75.0

55.0

25.0

10.0

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

原子力発電という選択肢はなくすべきでない

（「2030年代に原発稼働ゼロ」に反対」）

グリーンエネルギー革命※の実現性や

影響に疑問・不安がある

（※節電・省エネルギーの大幅な実施、

再生可能エネルギーの大量導入）

戦略策定のプロセスに問題がある

その他

全体（n＝184)

製 造 業 (n＝59)

非製造業 (n＝105)

団体(n=20)

74.0

72.0

42.0

2.0

71.7

62.3

34.0

3.8

77.0

65.6

41.0

3.3

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

原子力発電という選択肢はなくすべきでない

（「2030年代に原発稼働ゼロ」に反対」）

グリーンエネルギー革命※の実現性や

影響に疑問・不安がある

（※節電・省エネルギーの大幅な実施、

再生可能エネルギーの大量導入）

戦略策定のプロセスに問題がある

その他

大 企 業 (n＝50)

中堅企業 (n＝53)

中小企業 (n＝61)

(%)

(%)
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 Q.3で「原子力発電という選択肢はなくすべきでない」「グリーンエネルギー革命の実現性や
影響に疑問・不安がある」と回答された方へ　その理由は何ですか。（複数回答可）

【業種別】

戦略を評価しない具体的な理由（複数回答）

エネルギー政策Ⅳ

(%)

80.7

66.3

61.4

60.2

57.8

48.2

39.2

28.9

23.5

18.1

13.3

3.6

80.4

55.4

66.1

60.7

51.8

48.2

32.1

23.2

21.4

17.9

16.1

5.4

78.5

72.0

55.9

59.1

57.0

46.2

39.8

28.0

26.9

18.3

10.8

2.2

94.1

70.6

76.5

64.7

82.4

58.8

58.8

52.9

11.8

17.6

17.6

5.9

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

資源が乏しいわが国は、原子力を含

めて、多様なエネルギーの選択肢を

もつべき

将来にわたって、安定的に電力、エ

ネルギーが供給されるか不安

電気料金の上昇

火力発電への依存により、化石燃料

輸入に伴う国富の流出や、中東への

過度な依存に拍車をかける

経済活動や国民生活、雇用等へ深

刻な影響を与える（産業空洞化等）

原子力の安全確保に必要な人材の

確保や技術の継承について支障をき

たす

火力発電への依存により、CO２排出

量が増え環境負荷が増す

国策に協力してきた原子力発電所立

地地域に対する配慮が欠けている

住宅の立て替え時は太陽光敷設を前

提とするなど、グリーンエネルギー革

命の実現性には課題が多い

日米関係を含む安全保障へ悪影響

を及ぼす

既存の原子力発電所建設計画が不

明確になってしまう

その他

全体（n＝166)

製 造 業 (n＝56)

非製造業 (n＝93)

団体(n=17)
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 Q.3で「原子力発電という選択肢はなくすべきでない」「グリーンエネルギー革命の実現性や
影響に疑問・不安がある」と回答された方へ　その理由は何ですか。（複数回答可）

【規模別】

◎その他の具体的な回答

　・原子力に代わるエネルギー開発が不明

　・原子力安全対策を進化させ、海外へ売り込むべき

　・ 「核（爆弾）潜在保有国」でなくなり、国防力が低下する

戦略を評価しない具体的な理由（複数回答）

エネルギー政策Ⅳ

(%)

70.8

72.9

64.6

56.3

58.3

37.5

33.3

16.7

25.0

20.8

12.5

4.2

77.1

66.7

56.3

58.3

41.7

45.8

39.6

20.8

16.7

14.6

10.4

4.2

88.7

58.5

58.5

64.2

64.2

56.6

37.7

39.6

32.1

18.9

15.1

1.9

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

資源が乏しいわが国は、原子力を含

めて、多様なエネルギーの選択肢を

もつべき

将来にわたって、安定的に電力、エ

ネルギーが供給されるか不安

電気料金の上昇

火力発電への依存により、化石燃料

輸入に伴う国富の流出や、中東への

過度な依存に拍車をかける

経済活動や国民生活、雇用等へ深

刻な影響を与える（産業空洞化等）

原子力の安全確保に必要な人材の

確保や技術の継承について支障をき

たす

火力発電への依存により、CO２排出

量が増え環境負荷が増す

国策に協力してきた原子力発電所立

地地域に対する配慮が欠けている

住宅の立て替え時は太陽光敷設を前

提とするなど、グリーンエネルギー革

命の実現性には課題が多い

日米関係を含む安全保障へ悪影響

を及ぼす

既存の原子力発電所建設計画が不

明確になってしまう

その他

大 企 業 (n＝48)

中堅企業 (n＝48)

中小企業 (n＝53)
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Q.3で「戦略策定のプロセスに問題がある」と回答された方へ
具体的にどのような問題点があると思いますか。（複数回答可）

【業種別】

【規模別】

◎その他の具体的な回答

　・政府の基本政策が出来ていない

　・国民的議論の前に政府が確たる方針を示すべき

極めて専門性の高い分野の方針を国民的議論が先行すると衆愚政治となる

　・短期的に議論すべきではなく、長期的な視野で判断すべき

　・原発ウエイトダウンのスケジュールが非現実的

　・核のゴミを完全廃棄できるかどうか

戦略策定プロセスの問題点（複数回答）

戦略策定プロセスの問題点（複数回答）

エネルギー政策Ⅳ

(%)

(%)

78.3

60.9

52.2

50.7

11.6

78.6

64.3

50.0

42.9

10.7

75.0

61.1

52.8

50.0

11.1

100.0

40.0

60.0

100.0

20.0

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

経済界、産業界の意見が反映されて

いない

国民的議論の進め方に問題がある

議論の時間が不十分である

原子力発電所立地地域や諸外国(米

国・仏など）との協議・連携が不十分

その他

全体（n＝69)

製 造 業 (n＝28)

非製造業 (n＝36)

団体(n=5)

71.4

66.7

61.9

47.6

9.5

77.8

50.0

44.4

50.0

22.2

80.0

68.0

48.0

44.0

4.0

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

経済界、産業界の意見が反映されて

いない

国民的議論の進め方に問題がある

議論の時間が不十分である

原子力発電所立地地域や諸外国(米

国・仏など）との協議・連携が不十分

その他

大 企 業 (n＝21)

中堅企業 (n＝18)

中小企業 (n＝25)
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Q.1で「あまり評価しない」「全く評価しない」と答えた方へ
「革新的エネルギー・環境戦略」を見直すべきだと思いますか。

政府は「安全が確認された原子力発電所を再稼働させる」方針です。地域社会に対して丁寧に説明し、
理解を得たうえで原子力発電所を再稼働させることについて、どのように思われますか。

原子力発電所の再稼働

戦略の見直し

エネルギー政策Ⅳ

77.7

83.1

75.2

75.0

84.0

77.4

73.8

3.3

5.1

2.9

0.0

4.0

5.7

1.6

19.0

11.9

21.9

25.0

12.0

17.0

24.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n＝184)

製 造 業 (n＝59)

非製造業 (n＝105)

団体(n=20)

大 企 業 (n＝50)

中堅企業 (n＝53)

中小企業 (n＝61)

はい いいえ 無回答

39.6

42.7

37.8

40.0

34.2

36.8

48.0

39.6

41.5

35.8

56.0

35.4

40.8

37.3

7.1

4.9

8.8

4.0

11.4

7.9

2.7

2.7

1.2

4.1

0.0

2.5

3.9

2.7

8.2

7.3

10.1

0.0

11.4

10.5

5.3

2.7

2.4

3.4

0.0

5.1

0.0

4.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n＝255)

製 造 業 (n＝82)

非製造業 (n＝148)

団体(n=25)

大 企 業 (n＝79)

中堅企業 (n＝76)

中小企業 (n＝75)

その通り どちらかというとその通り どちらかというと違う 違う なんともいえない 無回答

37



Q.7で「その通り」「どちらかというとその通り」と回答された方へ
その理由は何ですか。(複数回答可）

【業種別】

【規模別】

◎その他の具体的な回答

　・電力供給不安による企業の海外移転の防止および生産の安定

原子力発電所再稼働の理由（複数回答）

原子力発電所再稼働の理由（複数回答）

エネルギー政策Ⅳ

(%)

(%)

76.7

65.8

64.4

50.5

0.5

71.0

65.2

71.0

47.8

0.0

78.9

66.1

62.4

53.2

0.0

83.3

66.7

54.2

45.8

4.2

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

供給力の低下による停電の回避など、安定

的な電力の供給が必要

再生可能エネルギーの導入には限界があ

り、さらに時間やコストがかかる

原子力発電所の長期停止に伴う火力燃料

費の増加による電気料金の上昇が心配

現在の原子力技術レベルを高めることで、さ

らなる安全確保が可能

その他

全体（n＝202)

製 造 業 (n＝69)

非製造業 (n＝109)

団体(n=24)

83.6

54.5

67.3

49.1

0.0

76.3

69.5

62.7

49.2

0.0

68.8

71.9

67.2

54.7

0.0

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

供給力の低下による停電の回避など、安定

的な電力の供給が必要

再生可能エネルギーの導入には限界があ

り、さらに時間やコストがかかる

原子力発電所の長期停止に伴う火力燃料

費の増加による電気料金の上昇が心配

現在の原子力技術レベルを高めることで、さ

らなる安全確保が可能

その他

大 企 業 (n＝55)

中堅企業 (n＝59)

中小企業 (n＝64)
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「社会保障と税の一体改革関連法案」が成立し、安定した社会保障制度、
安定財源の確保に関する一体改革が実施されます。

（社会保障の安定財源確保のための）今回の消費税増税について、どのように思われますか。

◎その他の具体的な回答

　・増税はやむを得ないが、公平な税負担を検討すべき 　・国家・地方公務員の予算見直しをすべき

　・社会保障の方向性が示されない中での増税は疑問、更なるバラマキ懸念　・安定財源確保の道筋が見えない

　・増税（税率UP）に頼らず税収を増やすべき 　・財源確保についてもっと踏み込んでほしい

将来の社会保障のあり方について、どのように思われますか。

◎その他の具体的な回答

　・事業主負担増による経営圧迫から保障体系見直を念頭に検討すべき 　・世代間格差是正の議論を深め、あり方を決めるべき

　・給付水準を下げるべき（国力以上の保障は財政破綻必至） 　・時代の変化と共に柔軟に

　・財政・個人負担・保障範囲のバランスが課題 　・国民にもっと分かり易くコストをかけず検討してほしい

今回の消費税増税

将来の社会保障のあり方

社会保障と税Ⅴ

51.4

50.0

54.1

40.0

53.2

48.7

56.0

39.6

42.7

36.5

48.0

36.7

40.8

38.7

3.9

2.4

5.4

0.0

2.5

7.9

2.7

3.9

4.9

2.0
12.0

5.1

1.3
2.7

1.2

0.0

2.0

0.0

2.5

1.3

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n＝255)

製 造 業 (n＝82)

非製造業 (n＝148)

団体(n=25)

大 企 業 (n＝79)

中堅企業 (n＝76)

中小企業 (n＝75)

社会保障の安定化のため、消費税増税は必要である
消費税増税はやむを得ないが、今はすべきではない

現在の消費税（５％）以上の負担はすべきではなく、その他の税も考えるべき
その他

無回答

6.3

8.5

5.4

4.0

7.6

5.3

6.7

49.4

45.1

52.7

44.0

48.1

40.8

61.3

37.6

40.2

38.5

24.0

35.4

51.3

30.7

4.7

6.1

1.4
20.0

6.3

1.3

1.3

2.0

0.0

2.0

8.0

2.5

1.3

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n＝255)

製 造 業 (n＝82)

非製造業 (n＝148)

団体(n=25)

大 企 業 (n＝79)

中堅企業 (n＝76)

中小企業 (n＝75)

更なる給付水準の充実が望まれる（消費税２０％以上(北欧並み)の負担が必要）

現在の給付水準を維持すべき（今回決定した消費税８％・１０％以上の負担が必要）

給付水準の抑制をすべき（今回決定した消費税８％・１０％から負担を増やさないため）

その他

無回答
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消費税増税による景気への影響について

◎その他の具体的な回答

　・増税分を価格転嫁できない小規模な企業では、倒産・廃業に至ることが想定される

消費税増税による景気への影響

社会保障と税Ⅴ

14.5

15.9

14.2

12.0

17.7

10.5

16.0

68.6

65.9

70.3

68.0

63.3

78.9

64.0

7.5

9.8

6.1

8.0

7.6

6.6

8.0

1.6

1.2

1.4
4.0

1.3

0.0
2.7

5.1

7.3

4.1

4.0

6.3

2.6

6.7

1.2

0.0

1.4
4.0

1.3

0.0

1.3

1.5

0.0

2.7

0.0

2.5

1.3

1.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n＝255)

製 造 業 (n＝82)

非製造業 (n＝148)

団体(n=25)

大 企 業 (n＝79)

中堅企業 (n＝76)

中小企業 (n＝75)

中、長期的に見て悪い影響が出る 短期的には悪い影響が出る

あまり影響はない 良い影響が出る

分からない その他

無回答
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経済への配慮（デフレ脱却、経済活性化などへの取り組み）として、効果的な施策は何ですか。
（複数回答可）

【業種別】

【規模別】

◎その他の具体的な回答

　・海外企業とのハンデを少なくする施策を打ち出してほしい 　・新たなエネルギー・省エネへの補助

　・経済活性化のためには、中小企業活性化策が最優先 　・将来の生活に対する不安の解消

　・日銀による大量の国債買い入れによる円安誘導 　・子育て支援など人口増加策

　・プライマリーバランス 　・観光振興など交流人口増加策

効果的な施策（複数回答）

効果的な施策（複数回答）

社会保障と税Ⅴ

(%)

64.7

51.8

38.0

36.5

35.3

34.1

25.1

4.7

72.0

56.1

31.7

50.0

36.6

31.7

29.3

4.9

60.1

48.6

39.9

28.4

33.8

35.8

20.9

3.4

68.0

56.0

48.0

40.0

40.0

32.0

36.0

12.0

0 10 20 30 40 50 60 70 80

法人実効税率の引き下

げなどの税制改革

金融緩和継続などの金

融政策

環境、医療など成長分

野への補助等

TPPをはじめ自由貿易

協定の締結

ビジネス環境整備のた

めの規制緩和

新幹線、港湾などのイン

フラ整備への投資

グローバル社会に対応

できる人材育成

その他

全体（n＝255)

製 造 業 (n＝82)

非製造業 (n＝148)

団体(n=25)

64.6

43.0

39.2

36.7

39.2

27.8

29.1

5.1

57.9

52.6

36.8

26.3

31.6

39.5

15.8

5.3

70.7

58.7

34.7

45.3

33.3

36.0

26.7

1.3

0 10 20 30 40 50 60 70 80

法人実効税率の引き下

げなどの税制改革

金融緩和継続などの金

融政策

環境、医療など成長分

野への補助等

TPPをはじめ自由貿易

協定の締結

ビジネス環境整備のた

めの規制緩和

新幹線、港湾などのイン

フラ整備への投資

グローバル社会に対応

できる人材育成

その他

大 企 業 (n＝79)

中堅企業 (n＝76)

中小企業 (n＝75)

(%)
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